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     日 清 紡 上場取引所  東・大・名・福・札 

  (コード番号：３１０５) 本社所在都道府県  東京都 
 (URL http://www.nisshinbo.co.jp/) 
代 表 者 役職名 取締役社長  指 田 禎 一 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役 
  経理本部長  鵜 澤  静        TEL（03）5695－8846 
決算取締役会開催日  平成 16 年 11 月 16 日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１．１６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                                   (百万円未満四捨五入) 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

          百万円       ％ 
１２１，９０５      8.8 
  １１２，０１８    △1.3 

        百万円         ％ 
    ４，７７８       18.9 
    ４，０１８       96.3 

        百万円         ％ 
    ６，０５５       42.1 
    ４，２６１      155.1 

１６年３月期   ２２６，８８３     ８，４９６     ９，０２６ 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

          百万円       ％ 
      ４，００６    207.3 
      １，３０４       － 

         円     銭 
        １９   ３０ 

６   ０３ 

        円    銭 
           － 
           － 

１６年３月期       ３，９１９        １７   ８６            － 
 (注)①持分法投資損益  16 年 9 月中間期  828 百万円   15 年 9 月中間期  △62 百万円   16 年 3 月期  233 百万円 
     ②期中平均株式数(連結)16 年 9 月中間期 207,584,443 株 15 年 9 月中間期 216,056,746 株 16 年 3 月期 214,581,155 株 
     ③会計処理の方法の変更  有 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

           百万円 
   ３５７，８５７ 
   ３３２，７１９ 

           百万円 
   ２１４，５３９ 
   ２０５，１２７ 

             ％ 
      ６０．０ 
      ６１．７ 

        円     銭 
１，０３３   ６２ 
    ９４９   ５０ 

１６年３月期    ３６８，４４４    ２１４，１３２       ５８．１ １，０３０   ９８ 
(注) 期末発行済株式数(連結)16 年 9 月中間期 207,560,942 株 15 年 9 月中間期 216,036,772 株 16 年 3 月期 207,615,035 株 
 
（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 
   営 業 活 動 による 

キャッシュ・フロ－ 
  投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロ－ 

  財 務 活 動 による 
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物 
期   末   残   高 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

           百万円 
       ５，４７１ 
     １，２１３ 

           百万円 
     △２，０６５ 
     △２，４３６ 

           百万円 
      １，０９３  
     △５，２４４ 

           百万円 
     ２６，２８６ 
     ２３，２１１ 

１６年３月期        ８，９１１      △４，０７８    △１２，４８６      ２１，７８７ 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
      連結子会社数３６社   持分法適用非連結子会社数１社   持分法適用関連会社数３社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
      連結（新規）０社（除外）１社     持分法（新規）２社（除外）０社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 
 通      期 

               百万円 
       ２４８，０００ 

               百万円 
         １１，５００ 

               百万円 
           ８，３００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）39 円 98 銭 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と 
異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連 6 ペ－ジを参照下さい。 
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企 業 集 団 の 状 況  
                                                              日清紡 
     当社企業集団は、当社、子会社４９社及び関連会社７社で構成され、繊維事業、ブレーキ製品事業、 紙製品事業、 
  化成品事業、不動産事業及びその他事業を営んでいます。 
 （1）事業系統図 
                                 製 品 

        
◎恵美寿織布㈱           
◎日清紡ﾔ-ﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱ 
◎日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱ 

 加 工 
 

 
繊 
 製 品 ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 

◎CHOYA㈱他6社 
製 品    

◎ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱     ◎㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ     
◎日新ﾃﾞﾆﾑ㈱     ◎P.T.GISTEX NISSHINBO     
  維   INDONESIA     
           ◎P.T.NIKAWA TEXTILE     
◎P.T.GISTEX NISSHINBO     INDUSTRY     
  INDONESIA  製 日       
◎P.T.NIKAWA TEXTILE 製 品    ◎岩尾㈱ 製 品    
INDUSTRY     ◎NISSHINBO DO BRASIL     
△SHIN MING   品   INDUSTRIA TEXTIL LTDA.     
INTERNATIONAL CO.,LTD     ◎P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA     
     ◎上海蝶矢時装有限公司    得 
     ○日清紡績(上海)有限公司 

△PENTAGON INDUSTRIES 
    

     △寧波維科棉紡織有限公司     
          
  ブ         
   清  ◎日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱     
  レ   ◎NISSHINBO AUTOMOTIVE     

◎NISSHINBO SOMBOON 
AUTOMOTIVE CO.,LTD 

部 品  
 
 製 品 CORPORATION 

◎NISSHINBO AUTOMOTIVE 
製 品    

△ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     MANUFACTURING INC.       
     ◎NISSHINBO SOMBOON      
  キ   AUTOMOTIVE CO.,LTD     
     ◎SAERON AUTOMOTIVE     
  製   CORPORATION     
     △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     
 加 工 品    製 品    

△升徳升(連雲港)電子有限公司     △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     
 加 工     製 品   

○賽龍北京汽車部件有限公司     ◎SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION     
          

◎東海製紙工業㈱ 製 品 紙  製 品  製 品   意 
○東海紙工㈱   紡  ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱     
○上海日豊工芸品有限公司  製   ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱     

          
  品        
          

    製 品 ◎岩尾㈱ 製 品    
 製 品 化   ◎ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱     
◎岩尾㈱     ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱  ◎日本高分子㈱   
△旭ｹﾐﾃｯｸ㈱  成   ○榎本寝装㈱  ◎岩尾㈱ 製品  
       ◎KOHBUNSHI(THAILAND)LTD   
  品     ◎浦東高分子(上海)有限公司   
          
 賃 貸   賃 貸 ◎ﾆｯｼﾝ・ﾄ-ｱ㈱ 賃 貸    
◎日清紡都市開発㈱  不   ◎日清紡都市開発㈱     
◎関西日清紡都市開発㈱          
  動   ◎岩尾㈱ 賃 貸    
   績 賃 貸 ◎NISSHINBO EUROPE B.V.     
  産        
         先 
          
ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ    製 品  製 品    
  そ   ◎日清紡機械販売㈱     
電子機器 加  工     製 品    
○日無工芸㈱     ◎上田日本無線㈱     
○浅科ﾆﾁﾑ㈱            
その他  の        
○日清紡香港有限公司 
○日清紡ﾄﾚ-ﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 
○日清紡ﾋｭ-ﾏﾝｻ-ﾋﾞｽ㈱ 
○㈱日新環境調査ｾﾝﾀ- 
○㈱日清紡ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚ-ﾄ 
○上田ﾆﾁﾑ総合ﾋﾞｼﾞﾈｽｻ-ﾋﾞｽ㈱ 
△森川商事㈱ 

 
 
 
 
ｻ-ﾋﾞｽ他 
 
 

 
 
他 

       

          
          

(注)1.CHOYA㈱はｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ上場                       
2.◎印 連結子会社 ○印 非連結子会社 △印 関連会社 
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経    営    方    針                  日清紡 
 

１．経営の基本方針 

    当社は創業以来、社会・顧客・株主・社員などの立場を尊重し、常に公正を期し誠実な気持を貫くため 

に「至誠一貫」を基本理念としております。本理念は企業活動における最大の規範であり、社内の様々な 

教育の場で、その伝承・本質の理解を深め、実践の徹底に努めております。 

 

２．経営戦略 

    当社は 2007 年に創立 100 周年を迎えます。21 世紀において存在感のある企業でありたいと考え、その 

基盤整備を行うため、「経営 3 ｶ年計画 2006」を策定 2 年目にはいりました。本計画では、収益力を強化し 

て企業価値の増大を目指すことを基本事項とし、①セグメント別の事業計画策定、実施結果確認②業績評 

価基準に基づくセグメント別業績評価 ③グループ会社の経営力強化 ④研究開発テーマの事業化の全社的 

推進を重点事項としております。 

 また、2005 年度の経営ｽﾛｰｶﾞﾝを「収益力の一層の強化と売上の拡大」としました。 

    (1)「経営 3 ｶ年計画 2006」の最終年度 2006 年 3 月期の業績目標 

        連結：売上高 2,500 億円、営業利益： 125 億円 

      （単体：売上高 1,530 億円、営業利益：  75 億円） 

    (2)推進事項 

企業に対する社会の見方の変化、及び経営のグローバリゼーションへの対応の見地から、下記事項 

を推進します。 

・ＣＳ（顧客満足）の重視   ・資産効率の向上  ・世界最適生産販売体制の構築 

・柔軟な企業連携と得意分野への経営資源の集中  ・新規事業の育成・強化 

・ＩＲの充実  ・コンプライアンスの徹底 

    (3) セグメント別の主要推進事項 

繊 維 事 業：海外事業（生産・販売体制）の強化、テキスタイル輸出の拡販、高付加価値商品の開 

発 

ﾌﾞﾚ-ｷ製品事業：グロ－バル化の推進、競争力ある商品の開発、関連会社との連携強化 

紙製品事業：家庭紙は新規商品の市場投入、ファインペーパーは周辺商品開発による用途拡大  

化成品事業：環境関連分野の新商品開発、次世代フロン・ノンフロンによるウレタンフォーム発泡技 

術の確立 

不動産事業：社有地の活用による新規賃貸事業などを拡大 

その他事業：燃料電池用セパレータ、蓄電デバイス、バイオテクノロジーなど、引続き成長が期待 

できる分野の事業化を積極的に推進 

 

３．配当政策 

    当社は、業容の拡大と業績向上を通じて株主の皆様のご負託にお応えするとともに、現行の配当水準の 

維持はもちろん、収益の向上に応じて増配などの利益還元を行うことを基本方針としております。なお、 

その具体的な時期と方法は、将来の事業展開に備えた内部留保との関係を勘案し、総合的に判断してまい 

りたいと考えております。 

 また、第 160 回定時株主総会決議に基づき取得いたしました自己株式 8,382 千株を、取締役会の決議を

へて、消却を実施し、11 月 2 日失効手続きをいたしました。  

 

４．コ－ポレ－ト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

   (1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
 



(連4) 

日清紡 

当社はコーポレート・ガバナンスの重点を株主利益向上に置き、経営の透明性確保、説明責任強化、 

企業倫理の徹底、迅速・的確な経営判断の実行に努めております。 

･監査役は取締役会に終日参加し、適宜意見を述べています。 

･株主への説明責任強化のためにホームページにおいて、定時株主総会の招集・決議通知、決算短信、 

営業報告書、有価証券報告書、アニュアルレポートなどをタイムリ－に掲示し、常に内容の充実を 

図っています。 

･企業倫理の徹底に関しては、1998 年 1 月に「企業行動憲章」を制定し、2003 年 2 月に本憲章におけ 

る経営トップの役割を厳格に定めた原則を加えました。さらに 2004 年 7 月に企業の社会的責任 

(ＣＳＲ)の視点からの改正を行いました。また、倫理・法令遵守の強化の一環として 2003 年 7 月に 

企業倫理委員会を設置するとともに、法令や社内規則に対する違反防止、違反の早期発見・迅速な

是正、再発防止を図る目的として、「企業倫理通報制度」を発足させました。 

･取締役の人数は 2001 年度定時株主総会において 1 名減員し現在 16 名であり、取締役会において 

取締役が相互に議論を尽くし、迅速・的確な経営判断が可能な規模となっています。 

 

   (2)コ－ポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

・当社は監査役制度を採用しております。監査役は現在 5 名で、社内監査役 2 名・社外監査役 3 名で 

あります。 

社外監査役 3 名は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第 18 条第 1 項に定める社 

外監査役であります。 

・社外取締役は選任しておりませんが、取締役会は毎月開催されており、重要事項の審議、法令・ 

定款・その他社内規則に定める事項の決議、業務執行に関する検討・審議など、監督機関としての 

運営が充分になされていると判断しております。 

・顧問弁護士は、西綜合法律事務所との顧問契約に基いて、適宜助言を受けております。 

・公認会計士は、附柴会計事務所、永島会計事務所、江畑公認会計士事務所と監査契約を結び、複数 

の会計事務所による監査を受けることで、より公正な立場からの監査が徹底されております。 

・監査役、会計監査人との緊密な連携の下、業務監査、会計監査の実効を上げるべき、2004 年 4 月に 

内部統制組織として監査部を設置いたしました。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
                                                                                     日清紡 
（１）当中間期の概況 

  当中間期におけるわが国経済は、企業収益の改善と民間設備投資の増加により、雇用面でも明るさが見 

え始め、個人消費も持ち直すなど、景気の回復が着実なものとなってきました。 

    このような状況下、当社グループは 2005 年度のスローガンを「収益力の一層の強化と売上の拡大」と定 

め、「経営 3 ｶ年計画 2006」の目標達成に向け取り組んでおります。 

    当中間期の連結業績については、売上高は依然として繊維事業の国内販売は不振であるものの、新規連

結子会社分の売上高が加わったため 121,905 百万円（前年同期比 8.8％増）と増収となりました。経常利

益は持分法投資損益が利益に転じたこともあり、6,055 百万円（前年同期比 42.1％増）と増益となりまし

た。また、中間純利益は特別利益に厚生年金基金代行返上益 5,279 百万円を計上、一方特別損失に連結調

整勘定償却額 1,944 百万円、固定資産減損会計の早期適用による減損損失 2,144 百万円等を計上しました

結果、4,006 百万円(前年同期比 207.3％増)と増益となりました。 

[繊維事業] 

    低価格志向と二次製品を中心とする海外生産シフトの進行から国内販売は減少しましたが、海外子会社

の増収や新規連結子会社の売上高が加わったことから増収となりました。営業利益は国内は原綿コストの

上昇等がありましたが、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの子会社が黒字に転じたこと等海外子会社が増益となったことから黒字と

なりました。 

  この結果、売上高は 40,660 百万円（前年同期比 21.3％増）、営業利益は 133 百万円と黒字化しました。 

  [ブレ－キ製品事業]   

    ブレーキ製品は、国内ではトラックの排ガス規制特需の反動減が予想外に少なかったことや新規受注増、

輸出向補修部品増により、また海外子会社は新規受注増から増収となりました。営業利益は受注増等によ

り増益となりました。 

ＡＢＳ製品は持分法適用会社であるｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃｰﾍﾞｽ㈱への営業移管もあり減収となりましたが、経費削

減等から営業利益はほぼ横這いとなりました。 

    この結果、ブレーキ製品事業全体では売上高 27,813 百万円(前年同期比 2.3％増)、営業利益は 3,343 百

万円(前年同期比 16.7％増)と増収・増益となりました。 

  [紙製品事業]   

    家庭紙は新商品の拡販から増収となりましたが、原料パルプの上昇や製品市況の悪化から減益となりま

した。洋紙は市況の低迷から減収となりましたが、経費削減等から増益となりました。 

この結果、売上高 14,087 百万円(前年同期比 2.7％増)、営業利益は 737 百万円(前年同期比 20.3％減)と

増収・減益となりました。 

[化成品事業] 

  ウレタン製品は建築・プラント業界の実需低迷により減収となりましたが、営業利益は経費削減等から

微増益となりました。プラスチック成型加工品は国内は猛暑の影響から、また海外子会社の受注増から増

収・増益となりました。 

この結果、売上高 17,569百万円(前年同期比 8.9％増)、営業利益は 554 百万円(前年同期比 83.4％増)と、

増収・増益となりました。 

  [不動産事業]   

    新規大型物件はありませんが、売上高 2,482 百万円(前年同期比 0.2％増)、営業利益は 1,363 百万円(前

年同期比 3.6％増)と増収・増益となりました。 

[その他事業] 

    メカトロニクス製品は自動車関連向けを中心としたＯＥＭ製品の受注増等から増収、営業利益は黒字と

なりました。 

電子機器は半導体需要増から増収となりました。営業利益は固定費削減等から赤字ながら改善しました。 

 

 

 



(連6) 

日清紡 

ＰＤＰフィルターは海外競合メーカーのシェア拡大を狙った安値攻勢及び薄型テレビの競争激化による

価格下落により大幅減収・減益となりました。 

  この結果、売上高は 19,294 百万円(前年同期比 1.5％増)、営業損失 772 百万円となりました。 
 

（２）当中間期の財政状態 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 5,471 百万円となりました。これは主として税金等調 

整前中間純利益 6,758 百万円、減価償却費 5,527 百万円、厚生年金基金代行返上に伴う退職給付引当金

の減少額 6,286 百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 2,065 百万円となりました。これは主として投資有価 

証券の売却による収入 2,610 百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出 5,398 百万円、投 

資有価証券の取得による支出 2,126 百万円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果増加した現金及び現金同等物は 1,093 百万円となりました。これは主として海外子会

社の設備投資等に伴う長期借入金の純増 2,041 百万円、社債償還による支出 1,052 百万円によるもので

あります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は 26,286 百万円と前期末に比べ 4,499 百万円増加

しました。 

 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

   平成 14 年 

9 月期 

平成 15 年 

3 月期 

平成 15 年 

9 月期 

平成 16 年 

3 月期 

平成 16 年 

9 月期 

株主資本比率   57.5％   59.5％   61.7％   58.1％   60.0％ 

時価ﾍﾞ-ｽの株主資本比率   35.4％   31.1％   36.5％   41.0％   43.0％ 

債務償還年数    2.2年    2.3 年   20.9 年    6.3 年    5.0 年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ   19.9   15.3    1.9    8.8   11.1 

      (注)株主資本比率：株主資本／総資産 

          時価ﾍﾞ-ｽの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

          中間期末における債務償還年数：有利子負債／(営業キャッシュ・フロー×2) 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しています。 

3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロ－計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

を使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っ 

ている全ての負債を対象にしています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算

書の利息の支払額を使用しています。 

（３）通期の見通し 

    通期の見通しにつきましては、依然として続く個人消費の低迷や物価下落の影響などにより、先行き不 

透明な面も多く楽観できる状況ではありませんが、売上高は CHOYA㈱他新規連結が寄与し 248,000 百万円

と前期比 9.3%の増収を予想しています。経常利益は退職給付費用の減少、事業再構築に向けた諸施策の効

果から 11,500 百万円と前期比 27.4%の増益、当期純利益は特別利益に厚生年金基金代行返上益 5,279 百万

円、特別損失に減損会計の早期適用による減損損失 2,144 百万円、連結調整勘定償却 1,944 百万円等を計

上により 8,300 百万円と大幅増益になる見通しであります。 

 

 

 



(連7) 

中 間 連 結 損 益 計 算 書 
                                                                                     日清紡 
                                                                                （単位：百万円） 
 
        科         目 
 

当中間期 
自 16.4. 1 
至 16.9.30 

前年中間期 
自 15.4. 1 
至 15.9.30 

 
増減金額 

前    期 
自 15.4. 1 
至 16.3.31 

 
  売 上 高 
  売 上 原 価 
  販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

 
121,905 
101,470 
15,657 

 
112,018 
95,119 
12,881 

 
9,887 
6,351 
2,776 

 
226,883 
192,480 
25,907 

  営 業 利 益 4,778 4,018 760 8,496 
  営 業 外 収 益 
     受 取 利 息 
     受 取 配 当 金 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
     雑 収 入 

       計 
  営 業 外 費 用 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 失 
     雑 損 失 

       計 

 
292 
599 
16 
828 
267 
2,002 
 
514 
－ 
211 
725 

 
575 
376 
16 
－ 
207 
1,174 
 
644 
62 
225 
931 

 
△283 
223 
－ 
828 
60 
828 
 

△130 
△62 
△14 
△206 

 
853 
677 
7 
233 
423 
2,193 
 

1,007 
－ 
656 
1,663 

  経 常 利 益 6,055 4,261 1,794 9,026 
  特 別 利 益 
     固 定 資 産 売 却 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 益 
     厚生年金基金代行返上益 
                計  
  特 別 損 失 
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 
     減 損 損 失 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
     社 債 償 還 損 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     特 別 退 職 金 
     貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
関係会社債務保証損失引当金繰入額 
     棚 卸 資 産 整 理 損 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
                計 

 
3 
572 
5,279 
5,854 
 
203 
2,144 
322 
80 
－ 
52 
1,944 
258 
－ 
－ 
24 
111 
13 
5,151 

 
72 
1,948 
－ 
2,020 
 
219 
－ 
53 
－ 
－ 
－ 
－ 
2,773 
499 
－ 
10 
137 
41 
3,732 

 
△69 
△1,376 
5,279 
3,834 
 
△16 
2,144 
269 
80 
－ 
52 
1,944 
△2,515 
△499 
－ 
14 
△26 
△28 
1,419 

 
562 
2,612 
－ 
3,174 
 
406 
－ 
57 
10 
1 
－ 
－ 
2,836 
623 
506 
13 
879 
88 
5,419 

  税金等調整前中間(当期)純利益 6,758 2,549 4,209 6,781 
 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額 
 少 数 株 主 利 益 
 少 数 株 主 損 失 

1,889 
863 
0 
－ 

552 
709 
－ 
16 

1,337 
154 
0 
△16 

1,929 
878 
55 
－ 

  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 4,006 1,304 2,702 3,919 
 
 



(連8) 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                       日清紡 
                                                                                  （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 
(16.9.30現在) 

前 期 末 
(16.3.31現在) 増減金額 

前年中間期末 
(15.9.30現在) 

資 産 の 部  357,857   368,444   △10,587   332,719  

 流 動 資 産   139,634   140,632   △998   130,392  
    現 金 及 び 預 金 

    受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

    有 価 証 券 

    棚 卸 資 産 

    繰 延 税 金 資 産 

    前 渡 金 

    短 期 貸 付 金 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 

 30,742 
62,210 
801 
41,082 
1,925 
1,472 
331 
1,987 
△916 

  27,799
65,480
657
41,394
1,984
1,849
377
2,072
△980

  2,943 
△3,270 
144 
△312 
△59 
△377 
△46 
△85 
64 
 

  29,844 
56,970 
655 
37,226 
2,365 
1,652 
773 
2,079 
△1,172 

 

 固 定 資 産   218,223   227,812   △9,589   202,327  

 有 形 固 定 資 産    99,460    103,003    △3,543    102,787  

    建 物 及 び 構 築 物 

    機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

    土 地 

    そ の 他 

 

 42,016 
34,652 
17,989 
4,803 

  44,879
34,984
18,723
4,417

  △2,863
△332
△734
386

  44,521 
38,189 
16,819 
3,258 

 

 無 形 固 定 資 産    919    2,834    △1,915    760  

    連 結 調 整 勘 定 

    そ の 他 

 

  － 
919 
  1,921

913
   △1,921 

6 
 － 

760 
 

 投 資 そ の 他の資産    117,844    121,975    △4,131    98,780  

    投 資 有 価 証 券 

    長 期 貸 付 金 

    繰 延 税 金 資 産 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 113,928 
1,081 
191 
4,085 
△1,441 

  118,001
1,071
254
4,509
△1,860

  △4,073
10
△63
△424
419

  94,361 
1,898 
333 
4,177 
△1,989 

 

資   産   合   計 357,857  368,444  △10,587  332,719  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



(連9) 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                      日清紡 
                                                                                 （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 
(16.9.30現在) 

前 期 末 
(16.3.31現在) 増減金額 

前年中間期末 
(15.9.30現在) 

負 債 の 部  137,827  149,243   △11,416   122,402  

 流 動 負 債   78,313  83,152   △4,839   70,358  
    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

    一年内返済の長期借入金 

    未 払 費 用 

    未 払 法 人 税 等 

関係会社債務保証損失引当金 

    返 品 調 整 引 当 金 

    そ の 他 

 

 25,316
38,021
2,592
3,913
2,171
506
278
5,516

 26,887
37,708
2,416
3,753
1,697
506
796
9,389

  △1,571 
313 
176 
160 
474 
－ 
△518 
△3,873 

  19,769 
33,267 
3,806 
3,615 
797 
－ 
－ 
9,104 

 

 固 定 負 債   59,514  66,091   △6,577   52,044  

    社 債 

    長 期 借 入 金 

    繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 付 引 当 金 

    役 員 退 職 引 当 金 

    長 期 預 り 金 

    連 結 調 整 勘 定 

    そ の 他 

 

 －
10,787
24,727
15,558
491
7,681
18
252

 1,000 
8,820 
25,925 
21,844 
698 
7,678 
－ 
126 

  △1,000
1,967
△1,198
△6,286
△207
3
18
126

  －
6,999
16,087
20,180
616
7,853
77
232

 

少 数 株 主 持 分  5,491  5,069   422   5,190  

資 本 の 部  214,539  214,132   407   205,127  

    資 本 金 

    資 本 剰 余 金 

    利 益 剰 余 金 

    その他有価証券評価差額金 

    為 替 換 算 調 整 勘 定 

    自 己 株 式 

 27,588
20,401
136,937
38,608
△3,726
△5,269

 27,588 
20,401 
133,757 
41,195 
△3,583 
△5,226 

  －
－
3,180
△2,587
△143
△43

  27,588
20,401
131,989
27,011
△1,640
△222

 

負債、少数株主持分及び資本合計 357,857  368,444  △10,587  332,719  
 
 
 

 
 
 
 



(連10) 

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                                日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 
 
        科         目 
 

当中間期 
自 16.4. 1 
至 16.9.30 

前      期 
自 15.4. 1 
至 16.3.31 

前年中間期 
  自 15.4. 1 
  至 15.9.30 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 の 部 

  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

  資 本 剰 余 金 増 加 高 

  資 本 剰 余 金 減 少 高 

  資 本 剰 余 金 期 末 残 高 

 

２０，４０１ 

－ 

－ 

２０，４０１ 

 

２０，４０１ 

－ 

－ 

２０，４０１ 

 

２０，４０１ 

－ 

－ 

２０，４０１ 

 

Ⅱ．利 益 剰 余 金 の 部 

   利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

     

   利 益 剰 余 金 増 加 高 

     中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

 

 

１３３，７５７ 

 

 

４，００６ 

 

 

１３１，５３２ 

 

 

３，９１９ 

 

 

１３１，５３２ 

 

 

１，３０４ 

計 

   利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

     役 員 賞 与 

従 業 員 奨 励 及 び 福 利 基 金 

     持分法適用会社の子会社合併による減少高 

４，００６ 

 

７２７ 

９４ 

５ 

－ 

３，９１９ 

 

１，５１２ 

９０ 

－ 

９２ 

１，３０４ 

 

７５７ 

９０ 

－ 

－ 

計 
 

８２６ １，６９４ 
 

８４７ 

   利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 )残高 １３６，９３７ １３３，７５７ １３１，９８９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連11) 

中間連結キャッシュ・フロー計算書         
                                                              日清紡 

                                                                                      （単位：百万円） 
                               
            科             目 
       

当中間期 
自 １６．４．  １ 
至 １６．９．３０ 

前年中間期 
自 １５．４．  １ 
至 １５．９．３０ 

前     期 
自 １５．４．  １ 
至 １６．３．３１ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
     税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 )純利益 
     減 価 償 却 費 
     減 損 損 失 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
     退 職 給 付 引 当 金 減 少 額 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損   
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 益 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
     特 別 退 職 金 
     債 務 保 証 損 失 引 当 金 
     社 債 償 還 損 
     売 上 債 権 の 増 減 額 
     棚 卸 資 産 の 増 減 額 
     仕 入 債 務 の 増 減 額 
     そ の 他 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 

 
      ６，７５８ 
     ５，５２７ 
２，１４４ 

        １，９３８ 
         △４８１ 
      △６，２８６ 
       △８９１ 
           ５１４ 
         △８２８ 
      △２５０ 
           ８０ 
           － 
           ２００ 
         １１１ 
       １３ 
２５８ 
－ 
５２ 

３，２９４ 
３１６ 

△１，５９６ 
△４，０２９ 
△９８ 

 
       ２，５４９ 
     ５，９６８ 

－ 
           △１６ 
           ３７２ 
      △２，５４７ 
       △９５１ 
           ６４４ 
           ６２ 
      △１，８９５ 
               － 
           － 
           １４７ 
         １３７ 
       ４１ 
２，７７３ 
－ 
－ 

４，１５０ 
△１，２７２ 
△１，４８１ 
△６４７ 
△９６ 

 
       ６，７８１ 
     １１，７７６ 

－ 
           △７ 
           ３９９ 
      △１，８１３ 
     △１，５３０ 
       １，００７ 
         △２３３ 
      △２，５５５ 
           １０ 
             １ 
     △１５６ 
           ８７９ 
           ８８ 
       ２，８３６ 

５０６ 
－ 

         △３６０ 
     △１，１１０ 
       １，５６８ 
      △２，７０８ 
           △９６ 

             小        計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     特 別 退 職 金 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 

     ６，７４６ 
       ８９４ 
     △４９４ 
 △２５８ 
△１，４１７ 

     ７，９３８ 
       ９８０ 
     △６３１ 
 △２，７７３ 
△４，３０１ 

     １５，２８３ 
       １，６０８ 
     △１，０５２ 
      △２，８３６ 
     △４，０９２ 

     営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
     定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
     定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 
     有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
     有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
     投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
     投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
     連結範囲変更に伴う子会社株式取得 
     による収支 
     短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額 
     そ の 他 

     ５，４７１ 
 
 

     △１，５９５ 
       ３，０３５ 
   △５，３９８ 
     １，０６２ 
      △２，１２６ 
       ２，６１０ 

－ 
 

         ４６ 
         ３０１ 

     １，２１３ 
 
 

     △９４０ 
       ５２ 
   △３，７４０ 
     １８３ 
      △８３５ 
       ３，８１７ 

－ 
 

         △５２ 
         △９２１ 

     ８，９１１ 
 
 

     △２，３０２ 
       ２，１１２ 
   △８，６７４ 
     ９２１ 

    △２，２０９ 
５，４４５ 
６６３ 
         

△２９５ 
         ２６１ 

     投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
     短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 
     長 期 借 入 金 に よ る 収 入 
     長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
     増 資 に よ る 収 入 
     社 債 償 還 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
     連結子会社の清算に伴う少数株主への支払額 
     配 当 金 の 支 払 額 
     少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

     △２，０６５ 
 
 

   ３８３ 
       ４，２７９ 
△２，２３８ 
５００ 

△１，０５２ 
         △４５ 
         － 
     △７２７ 
           △７ 

     △２，４３６ 
 
 

   △４，４１５ 
       １，１０１ 
△１，１４４ 

－ 
－ 

         △２２ 
         － 
     △７５７ 
           △７ 

     △４，０７８ 
 
 

   △５，０４３ 
       ２，１０６ 
△２，９７３ 

－ 
－ 

      △５，０２６ 
         △１ 
     △１，５１２ 
           △３７ 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

   １，０９３ 
 

         ０ 

   △５，２４４ 
 

         １５５ 

   △１２，４８６ 
 

         △８３ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減高 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 

     ４，４９９ 
     ２１，７８７ 
           － 
           － 

     △６，３１２ 
     ２９，５２３ 
           － 
           － 

     △７，７３６ 
     ２９，５２３ 
           － 
           － 

Ⅸ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      ２６，２８６      ２３，２１１      ２１，７８７ 



(連12) 

                                                                                             日清紡 
   中間連結財務諸表作成のための基本となる事項                                           
 
１．連結の範囲に関する事項 
  （連結子会社）ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱･恵美寿織布㈱･日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱・日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ･ 
               CHOYA㈱他 6社･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱･東海製紙工業㈱･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱･ 
        日本高分子㈱･岩尾㈱・日清紡機械販売㈱･上田日本無線㈱･日清紡都市開発㈱･関西日清紡都市開発㈱･ 

NISSHINBO DO B RASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA･P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA･P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA･ 
         P.T.NIKAWA TEXTILE･上海蝶矢時装有限公司･NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION･ NISSHINBO AUTOMOTIVE- 

MANUFACTURING INC. ･ NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD ・ SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION ･
KOHBUNSHI(THAILAND)LTD･浦東高分子(上海)有限公司･NISSHINBO EUROPE B.V 計 36 社 

  （非連結子会社）13 社 
２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社 13 社及び関連会社 7社のうち、非連結子会社である賽龍北京汽車部件有限公司及び関連会社である 
ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱･升徳升(連雲港)電子有限公司･旭ｹﾐﾃｯｸ㈱の 3社に対する投資については、持分法を適用している。 
３．連結子会社の中間決算日等 
    連結子会社のうち、在外連結子会社の中間決算日は 6月 30 日、CHOYA㈱の中間決算日は 7月 31 日、㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂの中間決算
日は 8月 31 日であり、中間連結財務諸表の作成にあたって同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた
重要な差異については、必要な調整を行っている。  
４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの：中間期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は全部資本直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定している。） 
時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。  

     ②棚卸資産：主として総平均法による低価法によっている。 
  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産：主として定率法によっているが、一部の連結子会社は定額法によっている。 
  (3)重要な引当金の計上基準 
     ①退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結 
会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

     過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による定額法に 
     より償却している。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による 

     定額法により翌連結会計年度から費用処理している。 
     ②役員退職引当金   
     親会社及び一部の連結子会社が、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額の全額を計上している。 
     ③貸倒引当金 
     売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
④関係会社債務保証損失引当金 
関係会社への債務保証の履行による損失に備えるため、保証履行の可能性の高い債務保証につき、求償権の行使による 
回収可能性を検討して、損失見込相当額を計上している。 
⑤返品調整引当金 
返品による損失に備えるため、販売した製品及び商品の返品見込額について、その売買利益相当額を計上している。 

  (4)リ－ス取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 
     借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
(5)重要なヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については、振当処理によっている。 

  (6)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっている。 
５．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 
  に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 6ケ月以内に償還期限の到来する短 
期投資からなっている。 
 
 
 
 
 
 



(連13) 

日清紡 
≪会計方針の変更≫ 
 (固定資産の減損に係る会計基準)  
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会平成 14 年 
8 月 9 日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6号平成 15 年 10 月 31 日）が 
平成 16 年 3 月 31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当中間連結会
計期間から同会計基準及び同適用指針を適用している。これにより税金等調整前中間純利益は、2,144 百万円減少してい
る。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 
 
                                                                                                      
≪注記事項≫ 
 当中間期 前年中間期 前    期 
1.受取手形割引高 － 百万円 － 百万円 106 百万円 
2.有形固定資産の減価償却累計額 213,140 百万円 207,719 百万円 211,834 百万円 
3.保証債務 2,993 百万円 4,044 百万円 3,241 百万円 
4.担保に供している資産 10,031 百万円 8,111 百万円 11,369 百万円 
5.一般管理費及び当期製造費用 
          に含まれる研究開発費 

 
3,017 
 
百万円 

 
3,017 
 
百万円 

 
6,220 
 
百万円 

6.当社の自己株式数 8,877,162 株 401,332 株 8,823,069 株 
7.連結子会社が保有する当社の株数 285,670 株 285,670 株 285,670 株 

 
   
(固定資産の減損関係) 
  当中間期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上した。 

用  途 種  類 場  所 減損損失(百万円) 
建物・構築物  144 
機械装置 480 
その他   34 

ＰＤＰﾌｨﾙﾀｰ製造設備 建物･構築物、 
機械装置他 

日清紡績㈱針崎工場 
(愛知県岡崎市) 

 合計  658 
建物・構築物    0 
機械装置 7 
その他    3 

ｶﾗｰｼｽﾃﾑ設備 建物･構築物 
機械装置他 

日清紡績㈱美合工場 
(愛知県岡崎市) 

 合計   10 
建物・構築物  576 
機械装置 4 
その他   28 

遊休資産 建物･構築物、 
機械装置他 

日清紡績㈱旧浜松工場他 
(静岡県浜北市他) 

 合計  608 
建物・構築物  339 
その他 2 

福利厚生施設 建物･構築物他 日清紡績㈱島田工場他 
(静岡県島田市他) 

 合計  341 
建物・構築物  496 
機械装置 29 
その他    2 

賃貸用資産 建物･構築物、 
機械装置他 

東京都足立区 

 合計  527 
      

減損損失計 

建物・構築物 
機械装置 
その他 

1,555 
520 
   69 

    合計 2,144 
  当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎に、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を識別し、 
グルーピングを行った。 

  ＰＤＰフィルター事業及びカラーシステム事業の資産については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、
早期の黒字化が困難と予想されるため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
した。なお、回収可能価額は使用価値により測定しているが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引計算は
行っていない。 
賃貸用資産、福利厚生施設については、廃棄を決定したため、また遊休資産については、今後の使用見込みがたたないた
め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上した。なお、回収可能価額は合理
的見積りにもとづく正味売却価額により測定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



(連14) 

                                          日清紡                                                                                  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係          (単位:百万円) 

        当中間期 前年中間期 前    期 

現金及び預金勘定       30,742       29,844       27,799 
預入期間が 6 ｹ月を超える定期預金        4,456        6,633        6,012 
現金及び現金同等物       26,286       23,211       21,787 

 
 

(有価証券関係) 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの   
該当事項はない。 

２．その他有価証券で時価のあるもの   
                                                                                               （単位：百万円） 

当中間期 
(16.9.30 現在) 

前         期 
(16.3.31 現在) 

前年中間期 
(15.9.30 現在) 

   
 
種 別 

取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価 
連    結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 

株  式 

債 券 

その他 

35,962 

3 

29 

101,453 

5 

23 

65,491 

2 

△6 

36,321 

3 

1,388 

106,629 

5 

1,126 

70,308 

2 

△262 

37,281 

18 

1,393 

83,631 

23 

1,090 

46,350 

5 

△303 
合  計 35,994 101,481 65,487 37,712 107,760 70,048 38,692  84,744 46,052 

     ３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額 
                                                                                  （単位：百万円） 
 当中間期 

(16.9.30 現在) 
前     期 
(16.3.31 現在) 

前年中間期 
(15.9.30 現在) 

 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額
その他有価証券 
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 
  非上場内国債券 
  非上場外国債券 

 
1,530 
511 
6,465 

          
    1,576 
501 
5,487 

 
1,582 
501 
5,389 

 
     

(リース取引関係)     
  EDINET による開示を行うため記載を省略している。 
 
 
(デリバティブ取引関係)     
  EDINET による開示を行うため記載を省略している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連15) 

 
日清紡 

セ グ メ ン ト 情 報 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
（1）当中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）                               （単位：百万円）
 繊   維 

事   業 
ブレーキ 

製品事業 
紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 
消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
40,660 
 
27,813 
 
14,087 
 
17,569 
 
 2,482 

 
19,294 
 
121,905 

 
     － 

 
121,905 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 0 
 
 - 
 
       6 

 
     397 

 
     215 

 
842 
 
   1,460 

 
( 1,460) 

 
      － 

              計   40,660   27,813   14,093   17,966    2,697   20,136  123,365 ( 1,460) 121,905 
   営  業  費  用   40,527   24,470   13,356   17,412    1,334   20,908  118,007 (   880) 117,127 
   営業利益又は損失（△）     133    3,343      737      554    1,363    △772    5,358 (   580) 4,778 
 
（2）前年中間期（平成 15 年 4 月１日～平成 15 年 9 月 30 日）                              （単位：百万円）
 繊   維 

事   業 

ブレーキ

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 
消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売   上   高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
33,507 
 
27,177 
 
13,720 
 
16,135 
 
 2,478 

 
19,001 
 
112,018 

 
     － 

 
112,018 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 0 
 
 - 
 
       5 

 
     481 

 
     154 

 
437 
 
   1,077 

 
( 1,077)

 
      － 

              計   33,507   27,177   13,725   16,616    2,632   19,438  113,095 ( 1,077) 112,018 
   営  業  費  用   33,519   24,313   12,800   16,314    1,316   20,313  108,575 (   575) 108,000 
   営業利益又は損失（△）     △12    2,864      925      302    1,316    △875    4,520 (   502) 4,018 
 
（3）前    期（平成 15 年 4 月１日～平成 16 年 3 月 31 日）                               （単位：百万円）
 繊   維 

事   業 

ブレーキ

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 
消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売   上   高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
68,403 
 
52,076 
 
29,010 
 
32,098 
 
 4,941 

 
40,355 
 
226,883 

 
     － 

 
226,883 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 0 
 
 - 
 
      10 

 
     865 

 
     320 

 
1,652 
 
   2,847 

 
( 2,847)

 
      － 

              計   68,403   52,076   29,020   32,963    5,261   42,007  229,730 ( 2,847) 226,883 
   営  業  費  用   67,678   47,264   26,996   32,351    2,647   43,164  220,100 ( 1,713) 218,387 
   営業利益又は損失（△）      725    4,812    2,024      612    2,614  △1,157    9,630 ( 1,134) 8,496 

(注)１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

    ２．事業区分の方法         製品の種類別区分によっている。 

    ３．各区分に属する主要な製品の名称 

        ①繊維事業               綿糸布、化合繊糸布、スパンデックス製品、衣料品など 

        ②ブレーキ製品事業       摩擦材、ブレーキアッセンブリィ、アンチロックブレーキシステムなど 

        ③紙製品事業             家庭紙、洋紙など 

        ④化成品事業             ウレタンフォーム、プラスチック成型加工など 

        ⑤不動産事業             ビルの賃貸、ショッピングセンタ－の賃貸など 

        ⑥その他事業             メカトロニクス製品、電子機器など 

４．営業費用のうち、当中間期において消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 592 百万円である。 

        なお、前年中間期及び前期の消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 516 百万円、1,158 百万円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連16) 

 

日清紡 
２．所在地別セグメント情報 
   （1）当中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）                 （単位：百万円） 
 日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
   106,404 

 
    15,501 

 
   121,905 

 
     － 

 
   121,905 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     2,303 

 
     1,922 

 
     4,225 

 
( 4,225) 

 
        － 

              計    108,707     17,423     126,130 ( 4,225)    121,905 
   営  業  費  用    105,036     15,643     120,679 ( 3,552)     117,127 
   営業利益又は損失（△）      3,671      1,780       5,451 (   673)       4,778 
  
 （2）前年中間期（平成 15 年 4 月１日～平成 15 年 9 月 30 日）                 （単位：百万円） 
    日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
    97,708 

 
    14,310 

 
   112,018 

 
     － 

 
   112,018 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     1,420 

 
     1,797 

 
     3,217 

 
( 3,217) 

 
        － 

              計     99,128     16,107     115,235 ( 3,217)    112,018 
   営  業  費  用     95,991     14,689     110,680 ( 2,680)     108,000 
   営業利益又は損失（△）      3,137      1,418       4,555 (   537)       4,018 
 
（3）前    期（平成 15 年 4 月１日～平成 16 年 3 月 31 日）                  （単位：百万円） 
    日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
   201,431 

 
    25,452 

 
   226,883 

 
     － 

 
   226,883 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     3,683 

 
     3,353 

 
     7,036 

 
( 7,036) 

 
        － 

              計    205,114     28,805     233,919 ( 7,036)    226,883 
   営  業  費  用    197,595     26,646     224,241 ( 5,854)     218,387 
   営業利益又は損失（△）      7,519      2,159       9,678 ( 1,182)       8,496 

(注)１．営業費用のうち、消去又は全社に含めた金額及び主な内容は、事業の種類別セグメント情報注 4．と同一である。 
 

３．海外売上高 
   （1）当中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）  
 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    18,468百万円     6,854 百万円    25,322 百万円 
Ⅱ．連結売上高     121,905 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        15.1％        5.7％         20.8％ 

     
（2）前年中間期（平成 15 年 4 月１日～平成 15 年 9 月 30 日）  
 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    15,938百万円     7,110 百万円    23,048 百万円 
Ⅱ．連結売上高     112,018 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        14.2％        6.4％         20.6％ 

     
（3）前    期（平成 15 年 4 月１日～平成 16 年 3 月 31 日） 
 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    29,886百万円    12,324 百万円    42,210 百万円 
Ⅱ．連結売上高     226,883 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        13.2％         5.4％         18.6％ 

(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
 
 


